





（1） 14 年 2 月からの経時変化 
従来と同じ対応のない（回答者が異なる）繰り返し測定（14 年 2 月(N = 3,000)、同年 10 月(N = 
2,400)、15 年 3 月(N = 3,024)、同年 6 月(N = 960)、同年 10 月(N = 960)）によると、 
・科学技術関心度（15 年 10 月、67％、以下観測時点同じ、図表 3-1-1） 
・科学者信頼度（80％、図表 3-2-1） 
は最近上昇している。 
14 年 2 月-15 年 3 月-6 月-10 月で同一回答者を接続したパネルデータ（1 時点につき N = 540）
でも同様の傾向を示す（概要図表 1、図表 3-1-4 と図表 3-2-4 の MN 検定）。 
 
概要図表 1 14 年 2 月以降の科学技術関心度（左）と科学者信頼度（右）の同一回答者集団の変化




  14 年 2 月-15 年 3 月間に増加し、15 年 3 月-6 月間に減少する（図表 3-5-3、図表 3-5-4 の MN
検定） 
・「社会的影響力の大きい科学技術の評価には市民も参加すべきだ」は 14 年 2 月-15 年 3 月間に 
増加する（図表 3-7-3、図表 3-7-4 の MN 検定） 
・14 年 2 月-15 年 10 月間に、 
科学技術発展評価（図表 3-3-3、図表 3-3-4 の MN 検定） 
福島第一原子力発電所事故不安度（図表 3-4-3、図表 3-4-4 の MN 検定）、及び 
「科学技術の研究開発の方向性は内容をよく知っている専門家が決めるのがよい」（図表 3-6-3、
図表 3-6-4 の MN 検定） 
の変化は見られない。 
 これらから、14 年 2 月から 15 年 10 月まで科学技術に対する基本的な考え方や価値観に構造的






（図表 3-8-2、CMH 検定 P = 0.376）一方、 
・国や地方の行政機関が発する情報の信頼度（図表 3-8-2、CMH 検定 P = 0.000、概要図表 2） 






別オッズ比推定値で色分け、出典：図表 3-9-25 再掲） 
 
概要図表 3 居住地域別の観測時点と科学技術情報信頼：科学者の関係（居住地域別オッズ比推





概要図表 4 居住地域別の意識変化のまとめ（出典：図表 3-9-1 から図表 3-9-39 から筆者作成） 
 
(3) インターネット調査の母集団代表性と偏り 
ネット調査の問題は、1)母集団の代表性, 2)偏り, 3)他の社会調査的課題である。1)と 2)は混同され
やすいが、1)は 2)より構造性が強い。母集団からの（構造的）偏りを概要図表 5 の     で示す。 
偏り対策に傾向スコア補正法（概念図は概要図表 6）を使用すると、概要図表 5 の黄色部分が標本
になるイメージである。これで日本国民像（母集団代表性）になる？ 
一方、ネット調査の経時データを傾向スコアで補正すると、主に以下の問題点が発覚した。 
1) 2011 年 3 月の東日本大震災のようなカタストロフな現象が起こると、ネット調査では人々の意見
は瞬く間に変わる。一方、より信頼できるとされる無作為抽出調査は設計実施に時間がかかり、直
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の概念図（出典：図表 4-1 再掲） 
 
概要図表 6 傾向スコア法の概念図（出典：図表 4-2 再掲） 
 
概要図表 7 科学技術関心度（左）と科学者信頼度（右）の補正値案（ATE 及び CBPS 法、出典：参
考図表 1 再掲） 
 
4. 誠実性伝搬仮説 
 誠実性伝搬仮説の本質を簡単に述べると、概要図表 8 に示した 
A (研究機関や研究者の十分な説明重視、若しくは誠実性を重視する)  
→ B (研究機関や研究者の主体信頼を重視する) 
→ C (科学技術行政を信頼、若しくは科学者の話を信頼する) 
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概要図表 8 誠実性伝搬仮説の要約図（出典：図表 5-2 再掲） 
 







概要図表 9 科学技術行政情報信頼と科学者話信頼に対する誠実性伝搬仮説のまとめ（95％CI から











































































居住地域別  B→C 
（科学技術行政） 
居住地域別  A→B 





概要図表 11 科学技術行政情報信頼と科学者話信頼に対する直接効果のまとめ（95％CI から○は















































居住地域別  A→C 
（科学技術行政） 
居住地域別  A→C 
（科学者） 
viii 
 
と、当該災害や事件等への関心は全体でも高まるが、一定時間経過すると元に戻る。これは、ノーベ
ル賞などでも同様の現象が確認されており、成人国民の多くにとっては、一過性の話題となってしま
う。 
一方、若い人々、特に児童生徒期の親や兄弟姉妹、友人との体験は、信頼向上に強く関係する
ことが判明した（概要図表 9、概要図表 11）。行政や科学者の信頼向上に使用可能な施策の選択肢
は限られているが、これら児童生徒の体験機会の向上などを通じて、科学技術政策が間接的に信
頼向上に寄与できる可能性がある。 
 
 
 
 
 
 
 
